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１． シス

は発足し，今日では加盟

テムの進展と地域経済統合

国が か国となっている。 の前身である

の加盟国は

先進資本主義

して加盟国に

広範に講じて

いう事態も生

メリカ通商法

実上の輸入

か国にも満たなかったが，

国はもちろんのこと多くの

罰則規定もある国際機関であ

いる。こうしたアメリカの

じた。アメリカは貿易収支が

」を盾とした対外貿易政策を

制限であり，自国産業のため

は 年 月中国の加

発展途上諸国が加盟している

る。最近アメリカは輸入規

政策に対して， あるいは日

赤字基調に転じて以来，自

行ってきた。内容は日本あ

の保護主義的政策であった。

盟に象徴されるように，

。 は と相違

制などの保護主義的政策を

本が に提訴すると

国産業の維持のために「ア

るいはアジア諸国からの事

ところが システム

の進行は，自

提訴を受けざ

接投資など

ど大企業やア

たがって今

なった。

は，

由貿易主義の旗手であった

るをえなくなっている。

の自由取引の保証である。さ

グリビジネスによる世界大で

日のアメリカの通商政策は，

今日の経済のグローバル化現

アメリカでさえも ，日本あ

の理念は自由貿易の推進

らに は農業貿易の自由

の活動を保証するシステム

必ずしも の精神とは一

象を支える象徴的なシステ

るいはアジア諸国からの

であり，サービス貿易，直

化，知的所有権の保護な

の構築を目指している。し

致しないことが明らかに

ムとなっている。 は，

いわば市場万

て資本，商品

築を目指して

界大での活動

システ

日本は

能主義あるいは新古典派経済

，労働の自由な移動によって

いる。しかし実態は市場競争

を基軸とした国際競争力を有

ムの進展を要請しているので

システムに適応する経済

モデルの世界大での適用で

各国が「均衡的」に発展す

を通じて強者の論理が貫く

する多国籍企業を中心とし

ある。

体制を構築することが使命で

あり，発展途上諸国も含め

る「理想のシステム」の構

システムの構築である。世

た企業のグローバル展開は，

あるかのように国内・国

（ ）



際経済関係の整

の適用政策であ

は の規約
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備を行ってきた。小泉内閣

る。ところが に加盟

に則りながら自由貿易を推

学（第 巻・第１号）

が提示した「構造改革」は，

している先進国及び発展途上

進し，他方では自国産業の保

まさに システム

諸国の実態は，一方で

護あるいは差別的な地

域主義をより強

地域主義は，

になっている。

いる。さらに

諸国が正式加盟

強となり

さにアメリカに

固に行おうとしているのであ

， ， ，

は 年 の流通

はポーランド，チェコ，

した。 はこれらの新規加

の人口を超え，さらにア

対抗する，あるいは

る。

などの経済統合

によって経済統合の進展・地

ハンガリー，スロバキア，ス

盟国及び加盟申請国を併せる

メリカの に匹敵する経

への挑戦ともいえるよう地域

の進展によって明らか

域主義を一層推進して

ロベニアなどの旧東欧

と か国，人口５億人

済規模となる。 はま

経済統合・地域主義の

内容をもって進

アメリカは

メキシコの３か

ある。アメリカ

あった。その要

が供給されるよ

どとサービス産

積されているア

展している。

に対抗する地域経済圏とし

国による は，人口

の自動車，電子・電機産業は

因の一つは，メキシコでの

うになったからである。アメ

業を基軸としている。さらに

メリカ・ドルが還流したこと

て 年 を形成し

４億人， 年の 約

， 年代後半から競争力を

マキラドーラ（保税加工区）利

リカの経済成長要因は，電子

経済成長の要因は次にある。

，第２に，中国・東アジア諸

た。アメリカ，カナダ，

兆ドルの巨大経済圏で

増し企業利益の拡大も

用によって安価な部品

・情報，航空機産業な

第１に，世界各国で蓄

国などの低価格商品の

輸入によるコス

スト削減が進ん

低金利政策によ

者導入が 産

に中米４か国と

南アメリカ か

での会議は，ベ

ト低下及び消費が拡大したこ

だこと，第４に，

って住宅需要が増大したこと

業を中心とした技術進歩に寄

（米州自由貿易地域）

国と 年までに を

ネズエラをはじめとしたアメ

と，第３に，一部産業のメキ

域内の国際分業・貿易が拡大

，第６に，インド，中国，

与していることなどである。

の締結を行い，さらに北アメ

発足する計画であった。しか

リカ「覇権」主義を批判する

シコへの進出によりコ

していること，第５に，

韓国などからの 技術

またアメリカは 年

リカ，中央アメリカ，

し 年末のブラジル

国々の反対によって発

足が延期になっ

まないことを示

じめ ，東ア

浸透させようと

面性をもってい

世紀の世界

ている。地域経

た。アメリカの「覇権」体制

したのである。 の発

ジア諸国に市場開放・自由貿

し，他方では ・

るのである。

貿易システムは， シス

済統合が唯一進んでいない地

の維持のための地域主義政策

足につまずいているアメリカ

易の推進などの を基軸

などの地域主義政策を一

テムの浸透の中で地域主義・

域が東アジア
）
（ か

は，必ずしも円滑に進

対外政策は，日本をは

とした市場万能主義を

層推進しようとする二

地域経済統合が進展し

国，中国，韓国，日本，台

湾）である。そ

中国を含めた東

るシステム構築

域統合の推進が

こで東アジア諸国・地域は新

アジア諸国が対等・平等・互

の必要性である。東アジアは

課題となってきたのである
）
。

たな経済システムの構築が要

恵・平和共存・内政不干渉・

，いわゆる「東アジア経済共

請されている。それは

相互経済協力を推進す

同体」ともいうべき地
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東アジア経済共

２．貿易の拡大と

同体と日本の対外政策（岩田）

東アジア国際経済関係の特徴

現在世界の

ーロッパ，日

国を含めると

世界貿易は

であり，と

発足は，これ

貿易は，輸出入合計年間約

本などの先進国貿易は，約

全体の ％を超える。貿易は

緩やかながら拡大傾向を続け

りわけ ，中国などの

らの地域・国の貿易拡大を

兆ドルの規模で行われてい

％を占めている。さらにア

いかに特定国に集中してい

ているが，その担い手にな

東アジア諸国・地域である。

促すこととなった。 は

る。このうちアメリカ，ヨ

ジア ， ，中

るかを示している。

っているのは，アジア諸国

とくに 年の の

，自由貿易の推進という資

本主義国際

対して最も積

かりでなく，

けでなく，諸

逆輸入までを

障壁を取り除

る。各国への

今日の日本

経済関係の究極的なシステム

極的に対応する政策を実施し

日本市場の開放を約束するも

外国に進出した日本企業が，

目的としている。すなわち日

くことが必要であり，

市場開放要求は，同時に日本

の国際経済関係は，アメリカ

を構築する指針である。日本

ている。日本の政策は，日

のである。市場開放は日本

アメリカ，ヨーロッパへの

本企業のグローバル展開の

の規約を十全に実行するこ

市場の開放も推進していく

，ヨーロッパ，東アジアへ

政府は システムに

本企業の海外進出を促すば

から諸外国への輸出拡大だ

展開さらには日本市場への

ためには，世界各国の貿易

とが求められているのであ

ことになる。

の海外生産の拡大による影

響もあって製

と東アジアへ

的な依存関係

急速な経済

第１に，中

一層の進展に

済発展・外資

品を輸出し，製品を輸入する

の海外生産の拡大及び国際分

が強まっている。

発展が行われている東アジア

国は 世紀に入ってからも高

よる外資導入であり，同時に

導入は，広東省，福建省，江

という構造に変わってきて

業関係の深化によって，さ

諸国の国際経済関係は，次

度成長を続けている。高度

外国市場に依存する経済構

蘇省，山東省，上海市など

いる。日本は欧米先進諸国

らにこれらの地域との経済

のような特徴をもっている。

成長の要因は，開放政策の

造の形成にある。中国の経

の沿海地域中心であり，電

器・電子部

は

貿易の規模は

メリカ，日本

豊富である。

財政の悪化，

ゆる三農問

品・製品，機械，繊維，鉄鋼

年２兆 億ドルに達し，日

すでに日本を凌駕し，貿易依

， ，東アジアであり，加

こうした経済成長を持続して

地域間経済格差の増大，大量

題（農業，農村，農民），社会保

など多岐にわたる生産システ

本を除けばアジア最大の生産

存度も約 ％と高くなって

工度の低い製品からいわゆる

いる中国は，国有企業改革

の失業者の存在，農村にお

障制度の未整備，都市と農村

ムの構築である。中国の

力をもつことになった。

いる。中国の輸出市場はア

ハイテク製品まで種類も

，銀行の不良債権の拡大，

ける過剰労働力などのいわ

の格差，地域間・階層間

の所得格差の

くの課題を抱

外国市場依存

済システムを

第２に，

産化，及び外

拡大，環境汚染，政治家・官

えながら中国は，長期間の経

型経済を進めるとともに，一

形成しようとしている。

年の通貨危機以前の韓国は

資・外国技術に依存しない自

僚の不正・腐敗問題など多

済成長を目指して，総体と

部の高所得層・地域への内

，素材産業から中間品さら

主技術開発の自立的国民経

くの課題を抱えている。多

してはさらなる外国技術・

需依存型経済という二重経

に完成品までの製造業の国

済形成を目指したのである。
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それはいわゆる

しかし 年通

を余儀なくされ
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アメリカ，ヨーロッパ，日本

貨危機後の韓国は，以前の経

る。それは総花的な産業構造

学（第 巻・第１号）

のような先進資本主義型経済

済政策と同様に外資及び外国

から重点的・競争力維持型産

構造の構築であった。

市場依存構造の再構築

業構造への転換である。

今日の韓国産業

の高い産業とな

も行われている

籍企業化への道

で 兆円の目標

産と同時に海外

増大し， 年

の代表は であり，自動車

っている。これらの産業は輸

。とくに ，家庭電器など

も歩むようになってきている

をたてるとともに海外生産の

生産の増大を計画している。

は過去最高の生産量となって

，船舶，家庭電器などである

出のみならず，海外直接投資

では先進国への直接投資も拡

。例えばサムソン電子は，

増大を発表している。あるい

特に現代自動車をはじめとし

いる。こうした韓国の特定産

。いずれも国際競争力

を拡大し外国での生産

大し，韓国企業は多国

年の売上高を日本円

は現代自動車は国内生

て自動車産業は生産が

業，特定企業に集約さ

れる生産体制は

の経済危機回避

貿易に依存した

易・外国市場依

時に世界市場に

併・吸収などの

第３に，

内の貿易が増大

，対外関係の拡大によっての

策でもある。したがって韓

経済構造を構築しなければな

存型経済構造への再編である

進出しうるような巨大企業の

二極化傾向が顕著になってい

（マレーシア，タイ，イ

している。日本，香港，台

み可能であり，安定した外国

国は，「国民経済完結型」経済

らなくなっている。すなわち

。貿易・外国市場依存型経済

存在と，他方大・中企業での

る。

ンドネシア，フィリピン）は，

湾などの企業進出は，

市場をもたないがゆえ

構造から再び外資及び

内需拡大型経済から貿

構造の構築過程は，同

生産縮小，企業間の合

アジア通貨危機以降域

を中間財，完成品の

産業集積地に変

域内分業の推進

権の崩壊，フィ

は同時に国内市

能なような状況

ようになった。

市場が攪乱され

えてきた。また は

策などを講じてきた。しかし

リピンの政権交替などいわ

場開放政策ともなった。資本

にあったからである。しかし

通貨危機はアメリカの機関投

たことによる，と判断した

の形成に現れているよ

アジア通貨危機以降は，イン

ゆる「民主化」が進展するよ

・技術を先進国に依存しなけ

マレーシアは通貨危機以降，

資家を中心とした短期資金流

からである。マレーシアは

うに域内関税率の減少，

ドネシアでスハルト政

うになった。「民主化」

れば，経済発展が不可

外資流入規制をはかる

入によって金融・株式

あるいは東アジ

アを中心とした

諸国の対外政策

東アジア地域と

の共通化は，や

策を追求しなが

の開放政策は，

国際分業関係の

経済システムの構築の必要性

の相違となったのであるが

の共通政策の追求であった

がて中国との協調関係を形

ら同時に域内協力・東アジ

一面では先進国の経済動向に

形成は，完成品などの生産拠

を政策化することになった。

，共通しているのは

。マレーシアを中心とした

成することの課題へとつなが

ア共同化への道を進もうとし

左右されやすい構造になった

点として位置づけられたので

通貨危機は

域内での経済協力及び

による対外政策

る。 は開放政

たのである。

。アメリカ，日本との

ある。このようにして

は開放

への市場依存も

済が確立しつつ

中国との貿易・

第４に，以上

長期不況が続い

政策の推進によって外資・

強くなり，さらに

ある。したがって

投資関係の拡大をはかるとい

のような特徴をもっている東

ているが，依然として解決

外国技術依存型が強まるとと

内部及び東アジアとの国際分

は，アメリカ，日本との経済

う政策も追求しなければなら

アジア諸国・地域に対して，

策を見出しえないでいる。こ

もに，アメリカ，日本

業形成・市場依存型経

関係を維持しながら，

なくなっている。

日本は， 年代から

うした経済状況の中で

（ ）



年代後半

産・国際分業

東アジア各

東アジア経済共

から拡大傾向にあった直接投

拡大型経済構造へと一層進む

国・地域との経済構造の特徴

同体と日本の対外政策（岩田）

資と海外生産の増大は，

ことになってきている。

が進展する中で，アメリカ

世紀になってからも海外生

，ヨーロッパは独自の国際

経済関係を

部品供給と

統合によっ

業の基盤を強

日本はアメ

に頼らざる

経済圏・東ア

形成していこうとしている。

安価な労働力利用という競争

て安定市場を形成し，さらに

化している。

リカ，ヨーロッパのような

をえないのである。また日本

ジア共同体の形成を目指す背

アメリカは によって

力強化の拡大する条件を整備

中・東欧諸国を 加盟国と

地域統合・地域主義を形成し

が のような環太平洋経

景には，安定市場の確保及

アメリカ企業に安定した

した。ヨーロッパは

することがヨーロッパ企

ていないがゆえに，

済圏，あるいは東アジア

び日本を中心とした国際的

分業体制の構

済圏，環黄海

を象徴するよ

済圏を形成す

がある。日

する経済圏の

ない苦悩が今

年末

築をはからねば，アメリカ

経済圏などの国境を越えた地

うな構想である。すなわち日

ることによって，地位保全と

本経済は，一方では の

建設が迫られるという状況に

日の東アジア政策に現れてい

小泉首相は，日本と

， に対抗できないからであ

域経済圏建設は，いずれも

本経済は，アメリカ，ヨー

日本企業の海外進出・国際

規約を遵守し，他方ではアメ

ある。日本経済の長期不況

るのである。

との特別首脳会議で「東アジ

る。さらには環日本海経

日本の置かれた経済的地位

ロッパに対抗するための経

分業確立を推進するねらい

リカ，ヨーロッパに対抗

の中で採用しなければなら

ア共同体」の創設を提案

した。首脳

諸

るのも初め

（ ）」への

アジア共同

しかし東アジ

相対的に遅れ

会議は「東アジア共同体」の

国以外で開かれたのは東京が

てである。日本はこの会議で

加盟を表明した。さらに日

体」は， か国と日

ア諸国は，カンボジア，ラオ

，国民所得も小さい国と，韓

創設を含む東京宣言を採択し

初めてであり，日本がイニシ

の基本条約である

本は「東アジア共同体」構想

本，中国，韓国の地域連携を

ス，ベトナム，インドネシ

国，台湾，シンガポール，

た。 首脳会議が

アティブをとって開催す

「東南アジア友好協力条約

を提起したのである。「東

目標としたものである。

アのように製造業の発展が

日本のように経済発展が進

行し国民所得

況がある。

東アジアは

な国家・政府

済は国家・政

アジア経済は

政策に反する

も高い国・地域がある。した

年代の韓国が資本主義経

の経済政策が市場を整備し，

府の役割を重視し，その上で

，市場重視，国家・政府の経

経済システムが主流であった

がって東アジア経済といっ

済発展の一つの典型を示し

企業の競争力強化を可能に

国際経済関係を拡大してい

済過程への関与を小さくす

。

ても一括りにはできない状

たのであった。それは強力

したのである。アジア型経

く政策である。これまでの

る，という新古典派的経済

体制

政策の基本は

韓国の 年

資本自立型経

術の積極的導

シアをはじ

の崩壊やドル安・円高への移

，産業構造の転換を促し，日

代の経済発展は，外資・外国

済構造を確立していく。しか

入型への転換を余儀なくされ

めとした 諸国・地域

行，二度にわたる石油ショッ

本企業の海外展開を拡大し

技術依存型であったが，や

し韓国は 年のアジア通

る。アジア通貨危機以降マ

は，地域間経済協力を一層推

クを通じての日本の経済

ていくことであった。他方

がて国内企業による技術・

貨危機以降，外資・外国技

レーシア，タイ，インドネ

進しなければ，自立的な
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国民経済形成が

アジア諸国に

ステムを受け入

立命館経済

困難になったのである。

よる経済協力を目指した政

れながら，同時に地域経済圏

学（第 巻・第１号）

策が進展する中で， ，アメ

を建設するという二面的な政

リカなどは， シ

策が進行している。こ

うした政策は，

アジアを除く世

事態の進行が特

られており，そ

世界貿易体制・

激化であり，日

らに東アジアと

の目的に反することで

界の貿易体制は を発

徴的となっている。日本は世

れが東アジア経済圏・東アジ

体制への積極的参加を

本企業による海外進出拡大の

の貿易・投資が拡大する方向

ある。 ，アメリカの政策

足させながら，他方では地域

界貿易体制の変動の中で最も

ア共同体の建設構想につなが

促したものは， 年代に入

結果である。今日の日本経済

にある。中国を含む東アジア

に象徴されるように，

主義が進展するという

中途半端な選択を強い

ったのである。日本の

ってからの貿易摩擦の

は長期不況にあり，さ

はいまや日本の最大の

市場であり，日

それぞれ地域主

圏の建設をはか

日本経済は，自

なければならな

しかし東アジ

システムが形成

ている。したが

本の不況を悪化させない要因

義への道を歩み始めようとし

らねばアジア地域からも見放

由貿易と地域主義という二つ

いのである
）
。

ア諸国・地域は，現実は日本

されつつあるとともに，アメ

って先進資本主義諸国の経済

も東アジアへの輸出拡大にあ

ている。したがって遅ればせ

される事態が生じようとして

の相反した貿易システムの中

の市場，資金，技術に依存し

リカ， に依存するという

状況が東アジア経済の発展を

る。アメリカ， は

ながら日本も地域経済

いる。そこで 世紀の

で活路を見出していか

なければならない経済

二重の構造が形成され

支えていることになる。

先進資本主義諸

のである。とり

需依存への構造

今日「世界の工

ステムを構築で

ア経済圏の建設

済・企業の多国

国に依存する限り東アジア経

わけ急速な経済成長を維持し

に転換できなければ，東アジ

場」として位置づけられよう

きない対外関係依存型の経済

は，必ずしも東アジア諸国・

籍企業化の推進及び生き残り

済は，政治体制を含めて不安

ている中国は，国際経済関係

ア経済の中心国として位置す

としている東アジアであるが

なのである。こうした中で日

地域の経済発展を促すもので

戦略に荷担することになる。

定要素を数多く抱える

に依存する構造から内

ることは困難である。

，実態は独自の経済シ

本を主体とした東アジ

はなく，むしろ日本経

年 月マ

税同盟から進ん

た。この

３．東アジ

レーシアで 首脳会

で を締結し，自由貿易

首脳会議は，中国，韓国

ア共同体への対応

議が開催された。 は

地域あるいは経済共同体への

，日本の極東アジア諸国が招

年にこれまでの関

道に進むことを宣言し

かれただけでなく，イ

ンド，オースト

経済統合から極

れたのである。

地域の参加にも

で開催された。

も参加している

ラリア，ニュージーランド

東アジア，オセアニア地域ま

もちろんインドの参加に対

消極論があった。この

会議には当然アメリ

。 は単なる調整会議

の首脳も招かれた。いわば

でも含めた領域にまで拡大し

しては 内部でも反対

首脳会議の直前には

カも参加しているし，ロシア

であり，統一した指針あるい

は，東南アジア

ていく方向性が明示さ

論があり，オセアニア

会議が韓国・済州島

，カナダ，南米のチリ

は協定が締結されるわ
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けではない。

ことを事実上

的・合理的に

東アジア経済共

しかしアメリカの参加は，ア

規制していることを意味して

推進するために を利

同体と日本の対外政策（岩田）

ジア諸国・地域が統一した

いる。いわばアメリカは，

用しているにすぎない。

政治的・経済的行動をとる

アジア諸国への干渉を合法

会議は， での

「お祭り」儀

る。

ているのであ

である。ま

影響力を弱め

これまで日

その原因は，

式的な集まりとは異なって，

会議は を利用しなが

り，その限りにおいてアメリ

た 諸国は，中国，日

ていこうとする戦略となって

本を含め東アジア諸国・地域

次にあるであろう。

経済統合の推進を掲げたこと

らも相対的に独自な政治・経

カの影響力が相対的に小さ

本の資本・技術などの経済力

いる。

は， あるいは経済統合

に大きな意義をもってい

済協力を推進しようとし

くなったことを意味するの

を利用しながら，同時に

の推進が行われなかった。

第１に，

は市場を過度

第２に，ア

てアジアの実

アメリカの影

しを必要とす

第３に，日

進展すれば日

東アジアにおける経済統合の

に依存することになるという

メリカの東アジア戦略は，日

効支配を貫くという内容にな

響力が小さくなることを意味

ることになる。

本は 及び のル

本の対外政策の基本構造を転

推進は， 諸国などが

危険性である。

本との政治的・経済的同盟

っている。したがって日本

する。それはアメリカの対

ールを遵守する対外政策を重

換しなければならない事態

日本に資本・技術あるい

関係を強化することを通じ

を中心とした経済統合は，

アジア戦略そのものの見直

視してきた。経済統合が

となる。それは市場開放政

策の追求から

第４に，こ

追求してきた

られてきた

国の復活であ

第５に，

貨危機によ

，地域主義への転換であり，

れまでの日本は，東アジアよ

。日本のいわゆる「輸出主導

のでもあった。アジア市場拡

り，中国の急速な経済発展で

年のアジア通貨危機は，

る 諸国及び韓国の経

対アメリカ政策の転換とも

りもアメリカ，ヨーロッパ

型」経済構造は，アメリカ

大はなによりも 諸国

ある。

，韓国経済の脆弱性を

済的混乱は，アジアが貿易・

なる。

への市場を重視する政策を

，ヨーロッパの消費に支え

の生産力発展であり，韓

露呈したのであった。通

金融あるいは市場の側面

からも十分に

ジアをヨーロ

合の推進より

アは各国民経

とでもあった

も有利になる

て，直接投資

発達していないことを示した

ッパ，アメリカと異なって

も，個別国民経済の生産力発

済がそれぞれに個別的に発展

。アジアが統一的な対外政策

ことを意味していない。個別

が行われ，国際分業システム

のであった。いわば日本の

「未成熟」な市場であったと

展が必要であるとの政策が

することの方が日本の市場

を行うことは，貿易あるい

国民経済の産業政策あるい

を拡大できるからである。

対アジア政策の基本は，ア

認識していたために経済統

なされていた。むしろアジ

として有利に働くというこ

は直接投資の側面で必ずし

は対外政策の相違を利用し

第６に，

なかった。イ

市場規模は小

どで民族紛争

同様に多民族

った。タイ

は韓国，台湾などの

ンドネシア，フィリピン，タ

さかったのである。またイン

が生じ，政治的・社会的に不

国家であり，民族・宗教間紛

も一時期は軍事政権が支配

アジア に比べて生産力

イはいずれも人口は多いの

ドネシアは，多民族国家で

安定な状況が続いていた。

争が長期間継続し，政権そ

しており，政治的な安定が

発展が相対的に進んでい

だが，いわゆる資本主義的

あり，チモール，アチュな

フィリピンもインドネシア

れ自体も不安定な状況であ

課題であった。こうした
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諸国の

第７に，アジ

本は「儒教的」

立命館経済

状況から経済協力・経済統合

アは共通の文化（宗教を含む

文化が存在するといわれてい

学（第 巻・第１号）

の推進などははるか遠い政策

），言語，「価値観」が存在し

るが， は全く別の

課題なのであった。

ない。中国，韓国，日

「価値観」であり，「儒

教」を土台とし

教など様々であ

ばコメを主食と

はない。 は

言語もあった。

アは，中国を中

したがって東ア

た経済統合などありえない

る。まして中国，韓国，日本

していること以外に見いだせ

かつて「神聖ローマ帝国」の

さらに はヨーロッパ大

心とした大陸は存在するが，

ジアは共通の文化，生活，社

。 は宗教ではイスラ

とは異質な文化圏である。強

ない。しかしコメ消費文化が

支配下で共通のものがあり，

陸という共通の生活・社会基

日本，インドネシア，フィリ

会が存在しない，個別の文化

ム教，仏教，キリスト

いて共通のものを探せ

共通の土台になること

ラテン語という共通の

盤が存在した。東アジ

ピンは島嶼国である。

の寄りあった地域であ

り，共通の「価

第８に，中国

は，中国の経済

ィリピン，タイ

「ブミプトラ政

ドネシアは

「華僑」の利権

したのである。

値観」を見出すことが困難で

は最近 諸国との

的，政治的干渉に対しては警

はいずれも一部の「華僑」が

策」によって「華僑」の実質

年の政権交替時に一部「華

を制限する措置をとることに

ベトナムはかつて中国の従属

あった。

協定締結を推進している

戒感をもっている。インドネ

経済的に大きな役割を果たし

的な支配を排除する政策も行

僑」が資本逃避を行った。イ

よって経済的実権をインドネ

国としての地位も経験してい

。しかし 諸国

シア，マレーシア，フ

ている。マレーシアは

われている。またイン

ンドネシアの新政権は

シア人に取り戻そうと

る。東アジア共同体の

形成は，

る。かつて東ア

「華僑」経済圏

を排除する道を

アジアは経済

て を

た日本が 年

諸国にとっては中国の「

ジアは「華僑」を中心とした

の復活という事態も予想され

選択してきたのであった。

統合あるいは地域主義の浸透

中心とした経済統合が推進さ

になって，東アジア統合の推

覇権」支配につながるとの危

交易圏が形成されていた。東

る。 諸国は，これま

が最も生じにくい地域であっ

れようとしている。アジア経

進を提起した。日本はシン

惧が大きかったのであ

アジア経済統合は再び

で中国の実質的な支配

た。そのアジアにおい

済統合に消極的であっ

ガポールとの 締結

をはじめとして

ている。

という地域主義

投資などのルー

ルールは尊重し

選択することに

を中

韓国，タイとの 締結交

ルールの徹底とアメリカとの

政策になにゆえ変更したので

ルを事実上徹底することがで

ながら同時に安定市場を確保

なる。

心とした経済統合が急速に

渉，さらには との

共同体制という日本の対外関

あろうか。地域経済統合は，

きないシステムになっている

するための統合化への転換な

進展しているのは，日本の方

締結交渉が行われ

係が，アジア経済統合

が加盟国に貿易，

のか，あるいは

のか，どちらかの道を

針転換による影響も大

きいが，中国の

は，安定した市

機を通じて，ア

る。近年日本を

なったのは，以

第１に，東ア

目覚ましい経済発展も背景

場領域の確保の必要性も生ま

メリカからの自律化，ドル流

含め東アジア諸国・地域が経

下のような要因によっている

ジア諸国・地域の国際分業の

にある。また 内部で

れている。さらに東アジアは

通領域からの離脱という課題

済統合・地域経済協力の必要

。

進展である。東アジアは

の国際分業関係の拡大

年のアジア通貨危

が浮上したからでもあ

性が強調されるように

年のアジア通貨危機を
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克服し，急速

際分業の深

資の受け入れ

東アジア経済共

な生産力の発展が進行してい

化である。東アジアとりわけ

によって生産力発展が促され

同体と日本の対外政策（岩田）

る。東アジアの生産力発展

諸国は日本，アメリ

た。

は，東アジア間の貿易・国

カ，ヨーロッパの直接投

第２に，東

％近くにな

けアジアは，

第３に，東

香港さらには

などの直接投

第４に，

アジアの域内貿易が拡大して

っている。東アジア貿易は

先進資本主義諸国の生産基地

アジアの域内投資が拡大し

最近では中国企業の直接投資

資が一定の比重を占めている

は貿易自由化交渉を継

いることである。東アジア

関連製品の比重が高いこと

としての性格が強いことを

ていることである。 諸

が行われている。中国に対

。

続しているが，依然として合

域内の貿易は，貿易総額の

も特徴的である。それだ

意味している。

国には日本，韓国，台湾，

しては，台湾，香港，日本

意に至っていない。

は先進資本

どだけでなく

隆している

ができない

追求だけでな

第５に，東

の経済依存は

台湾の消費

主義国と発展途上国の対立，

，反グローバリズム・反自

。したがって は，本来

国際機関として位置づけられ

く， に象徴されるよ

アジアはアメリカの経済動向

資本，技術だけでなくアメ

財・完成品はアメリカ市場向

農業国と工業国の対立，

由化などを掲げる農民グルー

の貿易・投資の自由化推進と

ようとしている。アメリカは

うに地域主義政策への転換が

に左右される経済構造が形

リカ市場への依存も大きかっ

けに生産されてきたのであっ

と工業化進展国の対立な

プ， などの運動が興

いう目的を達成すること

すでに システムの

明らかになっている。

成されてきた。アメリカへ

た。 ，中国，韓国，

た。もちろん ，

中国の製品の

市場依存は，

た状況から脱

ムを構築する

第６に，日

代のアジアで

わば日本は東

一部は，日本企業による海外

アメリカが景気後退に陥った

出するためには，東アジアで

ことが必要になってきている

本はかつてアジアでの拠点作

の「ひとづくり」政策に基づ

アジア経済協力が進展する基

生産品が輸出されていたの

場合に被る経済的影響は異

の国際分業・貿易の拡大に

。

りを目指した政策を展開し

く援助の拡大，アジア開発

礎を形成してきた。アジア

でもあった。アメリカへの

常なまでに大きい。こうし

よって相互市場依存システ

てきた経緯がある。 年

銀行の設立などである。い

経済協力は，日本を中心と

して進展した

第７に，

ている。さ

する。

れる危険性を

第８に，

カ・ドルのみ

経緯があった。

経済協力，南ア

らに はルーマニア，ブル

以外は，経済協力体制を

もっているのである。

アメリカ・ドルの国際通貨シ

を国際通貨として流通するシ

ジア経済協力など発展途上地

ガリアの加盟交渉が行われ，

もっていない中国，韓国など

ステムが弱体していることで

ステムを形成してきたが，

域での経済協力が進展し

か国の巨大市場が誕生

が統合市場から取り残さ

ある。東アジアはアメリ

そのドルの弱体化がドルか

ら離脱した安

ドル流通圏，

第９に，

中国の

ある。した

のであり，そ

定した国際通貨システムの

圏とは異なる国際通貨と

世紀になってアジアでの

諸国への 締結交渉

がって あるいは日本

のためには経済協力の具体化

構築を必要としている。東ア

なる可能性をもっている。

締結・交渉が急速に進んで

は，東アジア経済統合が中国

は，中国主導から実権を取り

をはからなければならない

ジア共通通貨「 」は，

いることである。とくに

主体で進展する可能性が

戻す必要性が生じている

。

（ ）



東アジア経済

本のように強大

ンのように生産

立命館経済

統合は， ，

な生産力を有している国もあ

力水準の絶対的に低い国も存

学（第 巻・第１号）

， とは異なる経済協

れば，ラオス，カンボジア，

在する。さらに中国，ベトナ

力システムである。日

ミャンマー，フィリピ

ムは「社会主義」建設

を最終的な目標

メリカで進展し

ジア各国が

品は限定される

それがいきなり

製品においても

は生産を維持す

とする国である。したがって

た経済協力・経済統合とは異

を締結しても，インドシナ

。農業品はどの国も零細規模

競争にさらされれば，おそら

中国の安価な製品が自由に

ることもできなくなる。東ア

東アジア経済統合は，これま

なった性格・内容をもたざる

３国などは輸入すべき商品は

で生産されており，一定の国

く大量の農業離脱者を生むこ

市場に出回ることになれば，

ジア経済統合に参加する国・

でヨーロッパ，南北ア

をえない。例えば東ア

多いが，輸出可能な商

家の援助を受けている。

とになろう。また工業

諸国の類似品

地域は，統合による利

益すなわち貿易

高まる国と，生

と２極化する可

日本のように

した輸出市場が

削減・消費の拡

企業は東アジア

る。なぜならば

の拡大，直接投資の受け入れ

産力拡大よりも外国製品が大

能性がある。

生産力水準が飛び抜けて高い

形成されること，安価な消費

大，あるいはインフレーショ

市場を中心に展開することに

東アジアでは日本の技術は最

，税収の増大，所得の向上，

量に流入するために国内生産

国は，東アジア向け直接投資

財・部品などが輸入されるこ

ンの抑制などの効果をもつこ

なれば，技術的な発展は相対

も最先端であり，これまでは

インフラの整備などが

・市場が打撃を被る国

が増大すること，安定

とによる生産コストの

とになろう。また日本

的に停滞することにな

ヨーロッパ，アメリカ

市場への進出あ

済統合は，貿易

ることになる。

看護師などを含

日本は高齢者が

はじめとしたサ

を乗り切る政策

るいは国際競争のもとで技術

，資本移動・直接投資の自由

現在日本はフィリピン，タイ

む介護労働をフィリピン，タ

増大傾向にある中で，人口の

ービス労働者の絶対的不足を

を提起している。日本の東ア

進歩が急速に行われてきたの

化のみならず，人・労働力の

などと労働力移動の拡大を行

イ，ベトナム，中国などから

絶対的な減少がはじまってい

東アジア諸国の労働者に依存

ジア経済統合推進は，単なる

であった。東アジア経

移動の自由化も行われ

う方向にある。例えば

調達しようとしている。

る。日本は看護労働を

することによって危機

市場問題だけを解決す

る目的だけでは

への加

（ か国

ないことになる。

４．東アジア

盟・拡大に伴う世界貿易シ

，中国，韓国，台湾）の産業構

経済共同体の可能性

ステムの進展は，日本を含め

造の転換，国際分業関係の再

た東アジア諸国・地域

編を促すこととなった。

システム

った。とりわけ

実上の経済統合

さらには経済

か国

同体への過程と

はアジアにおける の進

東アジアの中国，韓国，日本

を目指す方向を打ち出して

統合への道を歩もうとしてい

と中国，韓国の地域連携を

して日本は，シンガポール，

展，東アジア経済統合構想な

は，共通通貨システムの構

いる。 締結を通して東ア

るのである。日本の東アジ

目標としたものと位置づけて

マレーシア，タイなどとの

どを推進する契機とな

築， の推進など事

ジア経済協力の推進，

ア経済共同体構想は，

いる。東アジア経済共

交渉を進展させ一

（ ）



部は締結し

諸

いる。

東アジア経済共

た。中国も との

国はインド，オセアニア地域

諸国がインドを東アジア

同体と日本の対外政策（岩田）

を 年以内に締結すべ

をも含む広域な地域経済協力

の経済協力機関に取り入れる

く交渉を開始している。

の方向性を明らかにして

ということは，東アジア

地域の主導権

スリランカ，

年には関

さらに中国

起している。

れらの地域が

いる。

を日本あるいは中国に握らせ

モルディブ，ネパール，バ

税引き下げを実施し，

は 諸国との 交

またオーストラリア，ニュー

アメリカから相対的に自立化

諸国は中国，日本あるい

ないという戦略である。す

ングラデシュと （南ア

との 交渉も 年発

渉においても 主導に

ジーランドのオセアニア地

し，アジアの一国としての

はアメリカによる地域支配を

でにインドはパキスタン，

ジア自由貿易圏）を形成し，

効をめざす方針である
）
。

よって締結する戦略を提

域を加盟させることは，こ

地位を築くことを目指して

抑制し，いわゆる経済大

国による主導

東アジアは

として，南

力機関が形

の経済協力機

造，宗教，文

日本，中国の

あるいは経

権争いを回避するために広域

最も経済協力・経済統合が

北アメリカは あるい

成されている。東アジアは

関が必要である。東アジア

化，歴史など共通するものを

２か国がそれぞれ主導権を握

済統合を達成することは容易

経済圏を提起しているので

進展しない地域として位置し

は に，アフリ

あるいはアメリカからの干

は， あるいは南北アメリカ

見出すことができない。さ

ることを目指している。こ

ではない。しかし 統合，

ある。

ていた。ヨーロッパは

カは数多くの地域経済協

渉を避けるためには独自

と異なって政治，経済構

らに東アジアの経済協力は，

うした環境の下で経済協力

関税同盟の強化

傾向は，東ア

る保護主義

，アメリ

東アジアは協

る直接投資へ

したがって東

ことになる。

ジアでも経済共同体を形成

化を阻止できないのである。

カに対抗できないばかりか，

調関係よりも対立が生じるの

の期待がますます増大するこ

アジア共同体は，アメリカ覇

しなければ対抗できないばか

日本，中国の主導権争いが行

むしろアメリカへの依存関係

であれば，アメリカへの商

とになる。むしろアメリカ

権への対抗という限りでは

りか， ，アメリカによ

われる限りにおいては，

を深めることにつながる。

品輸出，アメリカ資本によ

依存が強まる可能性がある。

，その意義を否定しえない

アメリカ

て必ずしも自

進国とりわけ

経済・軍事依

あ

くなる。そこ

関係は生じる

を中心としたグローバル化あ

立化への道となるものではな

アメリカへの依存関係を深め

存関係を深めるために東アジ

るいは中国の政治・経済協力

で東アジア経済統合は日本が

ことがなく，アジアの「安定

るいは システムの進展

い。むしろ発展途上諸国の

る道となる危険性が高い。

ア経済協力を推進しようと

が進展すれば，日本のアジア

主導権を握って成立すれば

」につながるし，中国の台

は，発展途上諸国にとっ

自立化への道ではなく，先

日本はアメリカとの政治・

している。すなわち日本は

での地位は相対的に小さ

，アメリカとの摩擦・対抗

頭を抑えることができると

いう戦略であ

東アジア

首

で形成される

めの侵略の歴

ステムの構築

る。

経済協力・経済統合は 世

脳会議で確約された。しかし

ことは賛同できない。日本は

史があったからである。アジ

を目指す「帝国主義」への道

紀の遅くない時期に形成す

東アジア経済協力・経済統合

かつて東・東南アジアの領

ア地域における日本の主導

に進む危険性もあるからで

る方向性であることが

は，日本の主導権のもと

土化，植民地化をはかるた

権の復活は，新たな覇権シ

ある。またアメリカと共同

（ ）



してアジアの市

加する国・地域

あり，どの国も

立命館経済

場支配を確立する目的をもっ

の完全な対等・平等・互恵・

主導権の獲得を目指してはな

学（第 巻・第１号）

ているからでる。したがって

平和・相互協力のもとで行わ

らない。また参加を希望する

東アジア共同体は，参

れることが必要なので

国・地域に対して差別

的な政策をとっ

東アジアでの

契機となる可能

ジアなどの経済

所得の向上がは

行することも期

配していた。韓

てはならないことも重要であ

経済協力・経済統合の進展は

性をもっている。とくにイン

発展の可能性は，日本企業の

かられよう。さらにミャンマ

待できるのである。東アジア

国，フィリピン，インドネシ

る。

，なによりもアジアの遅れた

ドネシア，フィリピン，ラオ

みならず，韓国，台湾などの

ーは，経済発展の過程で軍事

は第二次世界大戦後多くの国

ア，タイなどである。これら

国・地域の経済発展の

ス，ベトナム，カンボ

企業進出を促し，国民

政権から民生政権に移

・地域で軍事政権が支

の国は経済発展の過程

の中で民生政権

力移動を求める

透していってい

テムを取り入れ

の「社会主義」

東アジア経済

行う必要がある

本的に荷担する

に移行していった。資本主義

からである。アジアにおける

ることを示しているのである

ることは，今日の世界では必

システムの失敗は，資本主義

協力・経済統合が進展すれば

。東アジアは北朝鮮を孤立化

ことにつながる。今日のアメ

経済発展は，なによりも「自

民生政権の誕生は，資本主義

。しかし経済発展の過程の中

然的になっている。なぜなら

システムの優位性が確立した

，東アジアは，北朝鮮との対

する政策を選択すれば，アメ

リカの極東・東南アジア軍事

由」な企業活動，労働

が一国の隅々にまで浸

では資本主義生産シス

ば旧ソ連・東欧諸国で

からである。

話あるいは経済交流を

リカのアジア戦略に基

戦略は，中国および北

朝鮮を「仮想敵

るいは岩国基地

しながら，日本

地を再編し，合

ブ・中東地域お

同時にアメリカ

制を構築するこ

国」としてアメリカ軍の再編

をはじめとしたアメリ軍基地

の極東に対する軍事力分担を

理化することによって実質

よび中央アジア地域の石油利

は中国の軍事力拡大を阻止し

とが望ましいのである。

をはかろうとしている。日本

再編強化などは，いずれもア

大きくすることである。アメ

的な支配を維持することに狙

権を確保するために軍事基地

，影響力を小さくするために

での沖縄基地の再編あ

メリカの軍事費を削減

リカはアジアの軍事基

いがある。さらにアラ

の設置が拡大している。

は，東アジアの協力体

アメリカの戦

弱めることにつ

ナムの関係など

メリカや日本の

ジアの「平和」

らば，次に人口

る。インドネシ

略が進行する中で，台湾を含

ながる。さらに東アジア経済

の緊張関係が緩和することに

軍事力拡大の口実を少なくす

をもたらす契機となる可能性

問題に取り組む必要性がある

アは人口増大が著しいし，フ

む東アジアの「安定」は，ア

協力・経済統合は，中国と台

なる。また北朝鮮がアジア共

ることになる。東アジア経済

が大きいのである。アジアは

。インド，中国の人口は世界

ィリピンもやがて人口は１億

メリカのアジア支配を

湾の関係，中国とベト

同体に参加すれば，ア

協力・経済統合は，ア

経済協力が推進したな

人口の ％を越えてい

人に達しようとしてい

る。世界の人口

るが，他方で日

アジアは人口問

アジア共同体は

構築のためにも

問題はアジアに集中している

本，韓国は出生率が極端に低

題が最も複雑に現れ同時に緊

，人口問題を解決していく政

重要な課題なのである。

ともいえる。東アジアは人口

下し，やがて人口減となるこ

急に解決しなければならない

策を提起することが，安定的

増大が急速に進んでい

とが予想されている。

課題となっている。東

な経済・政治システム

（ ）



） 東ア

「東

東アジア経済共

ジア地域に関して原洋之助は次

アジア」地域は，「きわめて日本

同体と日本の対外政策（岩田）

注

のように叙述している。

だけに特殊な地理的概念なのである。実は中国や韓国・北朝鮮

という

に存在

れてい

「わが

た，積

年

原に

あるい

アジア

われわれが東アジアの中核と思

していないようなのである」。「

る東アジア経済連携ないし経済

国での東アジア共同体論の最も致

極的な価値観を提出しえていな

， ページ。

よれば「東アジア」という地域

は も含めて共通の価値

を共通の概念あるいは共同体を

っている国・地域には東アジアと

現在東アジア共同体構想の中核と

地域主義の構想は，端的に表現し

命的な欠陥は，市場経済面での

い点にある」。（原洋之助『東ア

概念は，日本で独特に用いられて

観あるいは歴史観に基づいてい

追求しようとするならば，経済至

いう地域概念がどうも歴史的

して，わが国で盛んに議論さ

て経済至上主義でしかない」。

利益の増大という側面を超え

ジア経済戦略』 出版，

いるものであり，中国，韓国

るのではない。したがって東

上主義ではなく価値観・歴史

観を共

本稿

つて東

オース

いてい

いない

） 渡辺

「東

通する努力が必要である，とし

での「東アジア」は『通商白書

であり，極東アジアの一部

アジア・東南アジアとした地域

トラリア，ニュージーランドも

る。「東アジア」地域は，国・地

。

利夫は東アジアではすでに自立

アジアは，北米の巨大市場と日本

ている。

』に用いられている地域すなわち

（ロシア・シベリア地域，北朝鮮

を指している。また 年の

含めた共同体構想が提起され「ア

域によって異なる概念となって

的な地域経済システムの循環が行

からの資本財輸入に依存しなけ

中国，日本，アジア ，

）を含んでいない。それはか

首脳会議では，インド，

ジア共同体」という概念を用

おり，共通したものとなって

われているとしている。

れば成長できず，その意味で

東アジ

の最大

東アジ

ニズム

さら

「東

諸国に

直接投

アは域外大国に『従属』した『

の市場は，現在，輸出・輸入と

アはその地域内を東アジアの製

』が形成されつつある。」

に東アジアの特徴は資金面でも

アジアの域内循環メカニズムは投

対する最大の投資国は域内国と

資額をみると，日本 億ドル，

脆弱』な存在だと考えられてきた

も東アジア自身であり，域外国の

品が循環する，つまり東アジアに

統合の形態が現れているとしてい

資資金の面でも現れた。 年

なった。 年から 年まで

米国 億ドル， 億ド

。しかし，東アジアにとって

プレゼンスは低下している。

おけるモノの『域内循環メカ

る。

のプラザ合意以降，

の 諸国に対する海外

ルであり， が最大であ

る。」

も東ア

カニズ

剄草書

渡辺

循環型

すぎな

年

国・地

したがって「東アジアにとって最

ジアである。東アジアという地

ムが生成した。『東アジアの東ア

房， 年，７ ８ページ）。

の主張は，東アジアはすでに貿

であるとするものである。渡辺

い。この点に関して渡辺は，内

の「アジア通貨危機」以降急速

域は「循環型」になったのか，

大の貿易相手は東アジアであり

域を舞台に，従属的ではなく自立

ジア化』である。」（渡辺利夫編

易額及び投資額からいって

の主張である貿易額及び投資額は

容的な吟味を行っておらず，こ

に形成された，としているのみ

どのような方法で形成されたのか

，東アジアへの最大の投資者

的な，脆弱ではなく強靱なメ

『東アジア市場統合への道』

及び 諸国・地域の

，単なる金額を現しているに

うした循環型メカニズムは，

である。なにゆえ東アジア諸

，などの分析も行われていな

い。渡

いは共

同じ

共同体

「東

である

の果た

辺は東アジアの「自立」的な経

同体形成の必然性に結びつけよ

著書の中で平川均は，東アジア

への道は日本の役割を重視する

アジアの発展が異常な貿易収支赤

。東アジアは域内の経済統合を

す役割は小さくない。日本経済

済システムを強調することによっ

うとしているにすぎない。

経済のアメリカ依存は大きな問題

ことが必要である，という考え方

字を抱える米国経済に過度に依

強めることで，経済的自立を高め

の東アジアへの開放は，東アジア

て，日本のアジア経済圏ある

であり，したがって東アジア

を提示している。

存していることは大きな問題

る必要がある。この点で日本

の経済的自立をもう一段高い

（ ）



水準に引

ページ

平川は

立命館経済

き上げることになる。そして，東

）。

，渡辺が主張するように東アジア

学（第 巻・第１号）

アジアの政治をより安定的なも

を楽観的状況にみることはでき

のにするだろう。」（同上書，

ない。それは東アジアがア

メリカ市

の開放に

るのであ

時に主導

じてすで

あり，経

）『通商白

ような枠

「１，２

場に過度に依存しているからであ

よってより進展する。それは東ア

る，と主張する。平川の考え方は

権を握ることによってアジアの安

に東アジア経済統合が進展しつつ

済統合への道程は困難があること

書』と同様に 締結をはじ

組みの必要性を提言する。

国間及び地域間の への積

る。東アジア経済の「自立」を

ジア国際分業の推進であり，同

，東アジアにおける日本の地位

定がえられる，とするものであ

ある，と認識しているのに比べ

を述べている。

めとした日本のアジア政策の転換

極的な取り組み。２，日本企業の

高めるためには，日本市場

時に政治的な安定も生まれ

を確保することであり，同

る。渡辺は貿易，投資を通

れば，平川の主張は慎重で

について青木健は，次の

海外直接投資による東ア

ジアにお

域内通貨

進。」（青

さらに

の通商ル

業の競争

業との競

）『日本経

ける国際生産ネットワークの構築

・金融強力の推進。４，アジア域

木健・馬田啓一編『日本の対アジ

日本の対アジア 締結への転

ールは多国間での通商ルール策定

にとって有利になる， 相手

争を促進する，としている。（同

済新聞』 年 月 日。

。３，アジア通貨基金，円圏の

内の南北問題解決のための後発

ア経済政策』日本評論社，

換は， ルールの未確立（

に有利になる， は多国間

国の資本，人的資源，技術，ノ

上書，９ページ）。

成立に向けた円の国際化と

国への経済・技術協力の推

年，はしがき ページ）。

特に電子商取引）， で

自由化を促進する。日本企

ウハウの流入により国内企

（ ）


